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Ⅲ．デジタル放送受信に関す
る技術開発

1．   NHK共聴受信点向けのフェージング
対策用ヘッドエンドの開発

　NHK共聴の受信点では，中継局から距離があ
りフェージングの影響を受けることがあるが，特
に離島など他に改善策がとれない施設向けに，フ
ェージング対策用ヘッドエンドを開発した。
　フェージング発生時は，複数設置した受信点の
うち，影響の少ない受信点の信号を施設内に伝送
するとともに，総合，Eテレについては，ダイバ
ーシティー受信したものを再変調し別チャンネル
で伝送，受信状態が悪化しても，再変調チャンネ
ルでの受信が継続できるようにした。

2．SHV運用規定策定への寄与

　 4 K・8 Kの実用放送に向けて，一般社団法人電
波産業会の技術資料「高度広帯域衛星デジタル放
送運用規定1.0版」の策定に寄与した。

3．放送受信に関する調査

（1）受信形態調査
　放送の安定受信を目的に，中継局整備や受信対
策方法の基礎資料とするため，視聴者がどの中継
局を受信しているか受信設備の形態を把握する調
査を毎年実施している。16年度は全国143地区178
万棟を対象に調査を行った。得られたデータは管
理システムに入力し，電話受信相談時の適切・的
確なアドバイスにも活用している。
（2）第39回受信実態調査
　放送受信における良好な受信環境の確保と望ま
しい受信システムの確立のために，受信状況や受
信設備の実態を把握する調査を毎年実施してい
る。
　16年度は 4 K・8 K放送に関する基礎データ収集
を重点項目とし，従来の世帯を対象とした宅内調
査に加え，新サービスの認知度や意向について個
人を対象とした面接調査を実施した。得られたデ
ータはSHV左旋受信促進に向けた戦略立案の基
礎資料として活用している。
（3）受信機性能調査
　放送の良好な受信環境の確保に貢献するため，
毎年，受信機の性能調査を実施している。16年度
は地上デジタル放送，BSデジタル放送，ハイブ
リッドキャストなどテレビ受信機の性能に加え

て，ブースターやパッシブ機器といった受信シス
テム機器に関する性能調査を実施した。調査結果
は，受信機メーカーと情報共有し，より良い受信
環境の確保に役立てるとともに，SHV左旋促進
のための基礎資料として活用している。

3 節 技術研究
　技術研究では，インターネットを活用して放送
をさらに豊かにする技術の研究から，18年の実用
放送の開始を目指すスーパーハイビジョンやさら
にその先の立体テレビの研究まで，直近の経営課
題を解決するための研究と，次の時代の新しいサ
ービスを創造するための研究の両面を進めてい
る。また，人間の認知科学などの基盤研究から，
カメラ，ディスプレーなどのデバイス，通信など
を含めた全放送システムまで幅広い研究開発を進
め，新しい時代の放送にふさわしい技術基盤の構
築を進めている。諸外国の放送機関や研究機関と
の連携を深めて国際展開を図るとともに，放送機
関を中心とする標準化機関に参加し，技術基準の
策定に貢献した。研究成果は，学会活動や放送技
術研究所（技研）公開などを通じて公表した。ま
た，番組制作への活用，特許権の実施許諾，技術
協力による技術移転などの形で，研究成果の社会
還元に努めた。

高臨場感放送に向けた研究
　スーパーハイビジョン（SHV）の実用放送開
始と本格普及，さらにその先へ向けて，SHVに
関わる映像方式や撮像，表示，記録，音響，符号
化，メディアトランスポート，コンテンツ保護，
伝送等の各技術の研究を進めた。

1．SHVの方式

　映像方式については，高ダイナミックレンジテレ
ビ（HDR-TV：High Dynamic Range Television）
の映像方式の標準化を進め，16年 7 月に国際電気
通信連合無線通信部門（ITU-R）において，勧
告BT.2100として標準化された。HDRとSDR
（Standard Dynamic Range）の一体化制作を可
能とするため，SDRとHDRの同時撮影が可能な
カメラを試作した。また，複数の 8 K HDRカメ
ラと，既存のブランキングスイッチャー，圧縮記
録装置，文字合成装置，HDR対応液晶ディスプ
レーを接続して 8 K HDRライブ制作の実証実験
を行った。
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2．カメラ

　カメラについては，ITU-R勧告BT.2100に準拠
し，フレーム周波数120Hz， 8 Kフル解像度，階
調12ビット，HDRに対応したフルスペックSHV
カメラを開発した。また， 1億3,300万画素撮像
素子を用いたフル解像度単板カラーカメラを開発
し，インターライン方式にて120Hz駆動を実現し
た。イメージセンサーも，1.25インチ光学系で，
画素数3,300万，フレーム周波数240Hz，階調14ビ
ットのフルスペック 8 Kイメージセンサーを設計
した。

3．ディスプレー

　9.6型ディスプレーの表示部を分離して小型化
を進めたほか，プロジェクターについてもレーザ
ー光源の高輝度化と低干渉化により，明るさを約
2倍，スペックルコントラストを約半分として高
画質化を進めた。シート型ディスプレーについて
は， 4 K有機EL薄型パネルを 4枚組み合わせて
130型大画面ディスプレーを構成し，将来イメー
ジを「技研公開2016」などで展示した。

4．記録システム

　メモリーパックの小型化および圧縮記録装置の
機能拡張を進めたほか，SHVでの高速度撮影に
対応した 8 K 240Hz 4 ： 2 ： 0 のリアルタイム
圧縮での記録を実現した。

5．映像符号化

　HEVC（High Efficiency Video Coding）方式
での 8 K／120Hz映像の符号化所要ビットレート
の検討を進め，コーデック開発に着手した。さら
に，次世代地上放送を視野に次世代符号化方式の
要素技術を開発し，イントラ予測の改善手法を国
際標準化会議に提案した。

6．高臨場音響システム

　番組音声の一体化制作を目的に，22.2ch音声信
号から 2 ch音声信号，5.1ch音声信号を信号処理
で高品質に生成する，適応ダウンミックス手法を
開発した。また，次世代地上放送での22.2ch音響
実現を視野に，MPEG-H 3D Audioのソフトウエ
アベースのコーデックを開発した。再生技術では，
ディスプレー一体型のラインアレースピーカーを
用いたトランスオーラル再生法の研究を進めた。

7．メディアトランスポート技術

　MMT（MPEG Media Transport）技術を応用し
た 8 KコンテンツのIP配信技術および複数コンテ
ンツの同期提示技術の検討を進めたほか，次世代
地上放送用のIPパケット多重化方式と，SFN
（Single Frequency Network）実現のための
STL／TTL区間でのIP伝送方式の研究を進めた。

8．次世代CAS

　第二世代の新CAS（Conditional Access System）
の標準化に寄与し，ARIB技術資料（TR-B39）
を改定し共用受信機の規定を追加した。

9．衛星伝送技術

　ISDB-S3（高度広帯域衛星伝送方式）をITU-R
の新勧告とする対応を行った。また，12GHz帯衛
星放送のさらなる大容量化・伝送性能改善に向け
て，多値符号化変調や非線形歪み軽減技術に取り
組んだほか，新たな衛星伝送路である21GHz帯衛
星放送システムについて，アレー給電鏡面修整反
射鏡アンテナや12GHz帯との共用受信アンテナの
研究を進めた。

10．地上伝送技術

　固定向けサービスと移動体向けサービスを多重
する階層伝送方式に対応した変復調装置を試作し
た。リオ五輪では，60HzのHEVCリアルタイム
コーデックを用いて世界初となる地上波でのリア
ルタイム 8 K伝送デモをブラジル・リオデジャネ
イロと東京で同時実施した。

11．番組素材伝送

　SHVでの緊急報道やスポーツ中継などのライ
ブ放送を目指し，6／6.4／7／10／10.5／13GHz帯
（マイクロ波帯）および42／55GHz帯（ミリ波
帯）での，無線伝送装置であるFPU（Field 
Pick-Up Unit）の研究開発と標準化活動を進め
た。加えて，ロードレース中継などのSHV移動
中継の実現に向け，1.2／2.3GHz帯にて双方向で
適応制御する方式と，変動する伝送路の品質に応
じて誤り訂正符号の符号化率を適応的に制御して
信頼性を向上するレートマッチング方式の研究を
進めた。

12．有線伝送技術

　IP（Internet Protocol）技術を用いた番組制作・
素材伝送システムの開発に向けた映像同期技術，
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機器制御技術の検討を進めた。CATVでのSHV
伝送用に開発した「複数搬送波伝送方式」につい
て，商用CATV伝送路での実証実験や小型受信装
置の開発と共に，将来の大容量伝送技術としてベ
ースバンド方式の検討を進めた。

立体テレビの研究
　将来の放送サービスを見据えて，特別な眼鏡を
用いず自然な立体像を楽しむことができる立体テ
レビの実現に向けて，インテグラル方式に関する
撮像・表示技術，符号化技術やシステムパラメー
ターの研究，立体表示用デバイスの研究を総合的
に進めた。

1．インテグラル立体テレビ

　インテグラル立体表示技術の研究では，多画素
化と広視域化に向けた要素技術の開発に取り組ん
でいる。16年度は， 4台のHD液晶パネルと新規
光学系を用いて画面合成する直視型表示装置を開
発し，表示画像のノイズ低減や解像度の向上を図
った。また， 5台の高精細プロジェクターを用い
た試作機により，解像度および視域角（水平・垂
直方向）をそれぞれ約11万4,000画素および約40
度に性能改善した。さらに，高密度な13.3インチ
8 K-OLED（Organic Light-Emitting Diode）デ
ィスプレー（664 ppi）を用いた直視型表示装置
を試作した。
　立体映像の新しい符号化技術の標準化を目的と
して13年に開始された，MPEG-FTV（Free-
viewpoint Television）アドホックグループの活
動に，16年度も継続して参加した。また，インテ
グラル立体動画像を圧縮するために，要素画像を
多視点画像に変換後，既存の多視点符号化方式で
ある3D-HEVCを適用する符号化実験を行った。
　インテグラル立体撮像技術の研究では，高品質
な立体像の生成に向け，複数のカメラやレンズア
レーを用いた空間情報取得技術の研究に取り組ん
でいる。16年度は，複数のロボットカメラで取得
された多視点映像から 3次元モデルを生成した
後，要素画像に変換するインテグラル立体モデル
ベース撮像技術を開発した。本技術では，正六角
状に配置された 7台のロボットカメラで，実写で
の 3次元点群モデル生成および要素画像変換の基
本動作を検証した。
　15年度より開始したインテグラル立体システム
パラメーターに関する研究では，表示パラメータ
ーと画質（奥行き再現範囲，解像度，視域）の関

係をシミュレーターおよび主観評価により検討を
進めている。16年度は，人間の奥行き知覚特性を
利用して不自然さを感じさせずに奥行きを圧縮し
て表示する「非線形奥行き圧縮表現技術」を開発
した。本技術により，100mを超える 3次元空間
を 1 mの奥行き範囲に収まるように圧縮しても不
自然さが許容されることが主観評価より示され
た。

2．立体表示用デバイス

　立体表示用デバイスの研究では，電子ホログラ
フィー用デバイスとインテグラル用光偏向デバイ
スの研究に取り組んでいる。電子ホログラフィー
では，スピン注入磁化反転を利用した空間光変調
器（スピンSLM：Spatial Light Modulator）の研
究を進めた。16年度は，2μm狭画素ピッチ，100×
100画素のトンネル磁気抵抗光変調素子を用いた
アクティブマトリックス駆動スピンSLMを試作
し， 2次元画像表示に成功した。光偏向デバイス
の研究では，レンズアレー不要のインテグラル立
体表示を目指して，電気光学ポリマーを用いた光
フェーズドアレーを検討した。16年度は，複数チ
ャンネルからなる光フェーズドアレーを設計・試
作し， 1次元の偏向動作を実証した。

インターネット活用技術の研究
　多様化する視聴者の生活環境に対応したサービ
スの実現を目指し，インターネット活用技術の研
究を進めた。

1．メディア統合プラットフォーム

　テレビ番組が放送やインターネットなどさまざ
まなメディアで配信され，スマートフォンなど各
種端末で視聴される中で，視聴者の状況に合った
メディアや配信元を自動選択して番組を表示する
メディア統合プラットフォームの研究を開始しシ
ステムを試作した。実現に向け，リンク記述法の
検討や生活環境で放送と通信の受信状況測定実験
を行った。
　また，ハイブリッドキャストにおける放送と通
信の高精度同期機能を活用し，リアルタイムデー
タを放送に同期提示するシステムの検証実験を行
った。SHVマルチメディア放送について，MMT
で多重化された，ARIB規格の汎用データ伝送方
式を検証する受信機を試作し動作検証した。
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2．端末連携サービス

　端末連携サービスの研究では，テレビとIT技
術を連携させた新しいサービスシステムの研究を
進めた。視聴ログとスマートフォンの位置情報を
連動させて情報を提示する行動位置連動サービス
システムの試作， 8 Kディスプレー上で大量の動
画を同時再生しタッチやジェスチャーで操作でき
る 8 K Time into Spaceの開発，AR（Augmented 
Reality）技術をテレビに活用したAugmented 
TVの開発を進めた。また，テレビを一人で視聴
している時でもロボットと一緒に楽しめる環境を
実現するテレビ視聴ロボットの研究を開始し，テ
レビ位置の検出や番組関連の発話生成機能を開発
した。

3．番組情報利用

　番組情報利用の研究では，テレビ視聴と生活行
動をつなぐ利便性の高い放送通信連携サービスの
研究を開始した。スマートフォンを介して，テレ
ビが多様なアプリやIoT（Internet of Things）機
器と連携する基盤システム，ハイブリッドキャス
トの共通コンパニオンアプリの拡張機能の設計と
試作を行った。
　また，放送局のデータの利活用を目指し，
Linked Data形式で公開する取り組みや，データ
構造化による教育やスポーツ分野の新サービスの
開発，番組字幕に含まれる人物情報をWikipedia
の見出し語にひも付けるエンティティリンキング
手法の検討を行った。
　ハイブリッドキャストの普及に向けた技術検討
として，受信機の性能向上をねらい，ブラウザー
のパフォーマンステストをIPTVフォーラムで実
施するとともに，HbbTVとの相互運用検討のた
め，欧州でHbbTVの調査を行った。

4．セキュリティー基盤

　クラウドサーバー上で視聴者の情報を保護しな
がら，サービス事業者の属性に応じて閲覧権限を
指定できる属性ベース暗号の研究を進め，端末処
理負荷を抑える暗号方式や暗号化したまま検索可
能な暗号方式を開発した。また，IoT機器で安全
に情報を秘匿するための軽量な共通鍵暗号の開発
や，受信機の復号鍵の不正コピーを防ぐ不正利用
者追跡暗号技術の研究を行った。さらに，放送局
のサイバーセキュリティーに関する調査研究を開
始した。

5．ネット配信技術

　ネット配信技術の研究では，15年度に引き続き
MPEG-DASH方式の動画視聴プレーヤーの開発
を進めた。同プレーヤー技術はIPTVフォーラム
を通して同会員に公開し，民間放送事業者や配信
事業者に広く利用され，新たな配信サービスの創
出に寄与した。安定性の高い動画配信の実現に向
け，配信経路の混雑状況により，視聴者端末ごと
にきめ細かく配信経路を制御する技術や，アクセ
ス数が増えても安定した品質でライブ動画配信を
継続できる技術として，伝送レート制御技術を開
発した。

人にやさしい放送の実現に向けた研究
　放送内容に関連するデータを自動変換して，耳
や目に障害のある人や，外国人を含むすべての視
聴者に，情報を迅速かつ正確に伝える「人にやさ
しい」放送のための研究開発を進めた。

1．情報提示技術

　情報提示技術の研究では，顔表情を含めた気象
情報手話CG翻訳技術の研究を進め，CGキャラク
ターの手指動作を改善するための自動修正機能の
開発と，顔表情と口型を表現する機能を統合した
手話CG翻訳システムを開発して主観評価を行っ
た。また，気象庁からの電文データを基に気象手
話CGを自動生成するシステムを実用化し，評価
ページをNHKオンラインで公開した。
　立体の形状や固さ情報を伝えるための触力覚提
示の研究では，人がCG上の仮想物体を親指，人
差し指，中指の 3本の指でつかんで，仮想物体の
表面をなでるように手を動かすことにより，仮想
物体の大きさと形状を瞬時に伝えられる装置を開
発した。

2．音声認識技術

　字幕制作のための音声認識技術の研究では，背
景雑音や不明瞭な発声を含む情報番組を対象とし
て，発音辞書を用いないEnd-to-end音声認識方
式の開発に取り組んだ。また，番組中で推移する
話題に対応した単語の接続確率を，話題と共に推
定する技術を開発した。話題の推定精度が低い場
合でも単語の推定精度が低下しないため，認識精
度が向上した。



第
2
部

Ｎ
Ｈ
Ｋ
の
概
況

第２部　NHKの概況｜第２章　技術｜3 節　技術研究

175 NHK年鑑’17

3．音声ガイド・音声合成技術

　音声ガイド・音声合成の研究では，生番組にも
対応可能な新たな解説放送サービスの実現を目指
した音声ガイドの研究に着手した。リオオリンピ
ック・パラリンピックにおいて，オリンピック放
送機構から配信される競技データを解析して，選
手名や得点経過などの競技状況を説明する音声ガ
イドを自動生成するシステムを構築し，16年 9 月
までに1,929試合，17年 1 月までに2,496試合の動
画に対して音声ガイドを自動で付与した。視覚障
害者と晴眼者に対して自動生成した音声ガイドの
主観評価実験を行い，それぞれの利用観点から有
効性が示された。また，音声ガイドで使用するた
めの音声合成技術の研究では，DNN（Deep 
Neural Network）方式による音響モデルを用い
た汎

はん

用
よう

音声合成システムを構築した。

4．言語処理技術

　言語処理技術の研究では，日本在住の外国人を
対象とした新たな情報提供手段として，読解支援
情報付きニュースの研究に着手した。ニュースに
対して，易しい日本語による説明，漢字のふりが
な，難しい単語に対する辞書情報，固有名詞の色
表示，外国語の翻訳などの読解支援情報を付与す
ることで，ニュースの理解を促進させることがで
きる。機械翻訳技術を用いて読解支援情報を自動
付与し，誤りを人手で修正可能な読解支援情報制
作システムを開発した。

5．映像認知解析

　 8 Kスーパーハイビジョンの広視野視聴環境に
適した映像の特徴を調べた。100種類の多様な映
像を対象にして，好まれる映像の大きさと映像内
容の特徴や視距離との関係を調べた結果，視距離
が変化しても好まれる映像サイズと映像内容との
関係は大きく変わらないことを確認した。また，
映像の動揺によって感じることのある不快感につ
いて，動揺の継続時間や観視画角の影響を明らか
にした。

高度番組制作・伝送技術の実現に向けた研究
　高品質で魅力的なコンテンツを提供するための
番組制作技術の研究と，スポーツ中継・音楽番組
などの番組素材を無線伝送する技術の研究を進め
た。また，新たな研究分野の開拓を目的とした研
究や，2020年の東京オリンピック・パラリンピッ

クへの活用を目指した研究を進めた。

1．コンテンツ要素抽出・制作支援技術

　コンテンツ要素抽出技術の研究では，これまで
の顔識別，情景文字列検出，類似画像検索の各技
術の改良に取り組むとともに，顔の向きや表情の
変化に強い顔検出技術を開発した。また，新しく
映像要約技術の研究に着手し，番組へのツイート
内容やカメラの動きなどの多面的な要素に基づい
た映像区間の重要度から，要約映像を自動生成す
る仕組みを開発した。
　コンテンツ制作支援技術の研究では，放送局に
おける番組制作を支援するため，ソーシャルメデ
ィアや番組アーカイブなどのテキストビッグデー
タを解析することにより，番組制作で必要となる
情報を提示するシステムを開発した。

2．双方向FPU伝送技術

　双方向FPU（Field Pick-up Unit）の研究では，
高速な双方向伝送を実現する要素技術の確立を目
指し，再送制御方式HARQ（Hybrid Automatic 
Repeat reQuest）の改善による伝送容量の拡大，
伝送フレーム構成の再検討による低遅延化，なら
びに通信経路の自動設定機能による運用性の向上
に取り組んだ。

3．ワイヤレスカメラ

　スーパーハイビジョン用ワイヤレスカメラの研
究では，ミリ波帯の電波を用いた送受信装置の研
究を進めた。ワイヤレスカメラの小型化を目指し
たシングルキャリア方式においては，伝送帯域幅
を拡大した実験装置を試作し，200Mbps級の伝送
が可能であることを室内実験で確認した。さらな
る大容量化を目指した 4 送信 4 受信（4×4）
MIMO-OFDM方式においては，映像TS信号のリ
アルタイム伝送を実証した。また，ハイビジョン
用ワイヤレスカメラの運用性の改善に取り組み，
番組制作への協力として『NHK紅白歌合戦』で
使用した。

4．スマートプロダクションラボ

　番組制作のワークスタイルを変え，番組制作者
の能力を拡張するために，AI技術を活用した番
組制作支援技術をスマートプロダクションと名付
け，研究を進めている。16年度は，これまでに培
った画像解析や音声認識，ソーシャルメディア解
析など，スマートプロダクションの要素技術の研
究成果を集約し，技研内に「スマートプロダクシ
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ョンラボ」を設置した。

5．  新機軸研究・東京五輪での活用を目指し
た研究

　新たな研究分野の開拓を目的として，超解像技
術による映像方式変換手法など， 3件の研究・開
発を進めた。また，東京五輪での活用を目指して，
多視点ロボットカメラを用いた新しい映像表現手
法など， 7件の研究・開発を進めた。

次世代放送用デバイス・材料の研究
　 8 Kスーパーハイビジョン（SHV）などの新た
な放送サービスを支える次世代の撮像・記録・表
示システムの実現に向け，その中核となるデバイ
スや材料を開発する基盤研究を進めた。

1．次世代撮像技術

　撮像に関する研究では， 3次元構造撮像デバイ
ス，固体積層用低電圧増倍膜，有機撮像デバイス
の開発を行った。画素並列信号処理が可能な 3次
元構造撮像デバイスでは，接続電極の直径を従来
の 2分の 1となる 5μmに微細化し，回路レイア
ウトを工夫することで，画素サイズを50μm角に
微細化したほか，雑音を除去する回路の開発や作
製プロセスの改善に取り組んだ。超高感度化を目
指した固体積層用低電圧増倍膜では，作製プロセ
スの改善により，暗電流を低減するとともに，信
号読み出し回路の低ノイズ化などを進めた。また，
単板でも 3板式と同等の画質を目指す有機撮像デ
バイスでは，有機光電変換膜の効率改善に取り組
み，量子効率が最大で80%の緑色用光透過型セル
を試作した。

2．次世代記録技術

　記録に関する研究では，SHV映像の記録に必
要な超大容量と高転送速度の実現に向けたホログ
ラム記録技術と，可動部のない高速磁気記録が期
待できる磁性細線中の微小磁区移動を利用した記
録デバイスの研究を進めた。ホログラム記録では，
記録密度2.4Tbit／inch2，転送速度520Mbpsのプ
ロトタイプドライブを開発し，SHV圧縮映像の
記録再生により，その動作を検証した。また，さ
らなる大容量高速化に向けて，多値記録の研究に
着手した。微小磁区記録デバイスでは，駆動速度
の高速化に向けた磁性細線材料の探索やシミュレ
ーションによる磁区形成・駆動解析，記録再生評
価系の広帯域化などを進め，従来の10倍以上とな

る 1 m／s以上での磁区駆動を確認した。

3．次世代表示技術

　表示に関する研究では，家庭用の大画面SHV
ディスプレーの実現に向けて，有機ELの長寿命
化技術，塗布型デバイス，ならびに次世代ディス
プレーの高画質化・低消費電力化に関する要素技
術の開発を進めた。有機ELの長寿命化技術では，
高効率かつ長寿命を両立させるデバイス構造や材
料開発を進め，内部量子効率100%かつ連続点灯
寿命 1万時間以上の赤色有機ELデバイスを実現
した。塗布型デバイスでは，塗布型酸化物TFT
の高移動度化技術や量子ドット電界発光素子の高
効率化技術を開発した。ディスプレーの高画質化・
低消費電力化に関しては，高移動度TFTの材料
探索を進めるとともに，有機ELディスプレーの
ようなホールド型表示方式で課題となる動きぼや
けの改善に向けて，行単位で発光時間を制御する
駆動装置を試作し，その有効性を実証した。

外部との連携

1．放送技術研究委員会

　放送技術研究委員会を 2回開催し，外部の学識
経験者からなる委員各位からご意見をいただい
た。（表 1）

表 1　放送技術研究委員会 （17年 3月末現在）〈敬称略〉
 ◎委員長　○副委員長

◎相澤　清晴 東京大学大学院 情報理工学系研究科　
教授

伊東　　匡 日本電信電話株式会社 情報ネットワー
ク総合研究所 所長

金山　敏彦 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 
副理事長

河合　俊明 株式会社TBSテレビ 常務取締役 技師長
小池　康博 慶應義塾大学 理工学部 教授

小林　哲則 早稲田大学理工学術院 基幹理工学部 教
授

鈴木　陽一 東北大学 電気通信研究所 教授
高田　潤一 東京工業大学 環境・社会理工学院 教授
高原　　淳 九州大学 先導物質化学研究所 所長

○富田　二三彦 国立研究開発法人 情報通信研究機構 
理事

中島　康之 株式会社KDDI総合研究所 代表取締役
所長

中田　安優 株式会社フジテレビジョン 常務取締役
久恒　達宏 総務省 情報流通行政局 放送技術課長

松田　一朗 東京理科大学 理工学部電気電子情報工
学科 教授

村田　正幸 大阪大学大学院 情報科学研究科 教授
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2．研究アドバイザー，客員研究員

　研究アドバイザー会議を15回開催し，研究アド
バイザーからご意見をいただいた。また，客員研
究員各位と共同で研究を実施した（表 2）（表 3）。

表 2　研究アドバイザー （17年 3月末現在）〈敬称略〉
安藤　　真 東京工業大学 副学長・理事
伊東　　晋 東京理科大学 理工学部 教授
伊丹　　誠 東京理科大学 基礎工学部 教授

伊福部　達 東京大学 名誉教授（高齢社会総合研究
機構 特任研究員）

今井　秀樹 東京大学 名誉教授
内田　龍男 仙台高等専門学校 特命教授
大賀　壽郎 芝浦工業大学 名誉教授
大槻　知明 慶應義塾大学 理工学部 教授

甲藤　二郎 早稲田大学 理工学術院 基幹理工学部 
教授

川田　善正 静岡大学 工学部 教授
塩入　　諭 東北大学 電気通信研究所 教授
染谷　隆夫 東京大学 工学系研究科 教授

髙畑　文雄 早稲田大学 理工学術院 基幹理工学部 
教授

徳丸　克己 筑波大学 名誉教授
羽鳥　光俊 東京大学 名誉教授
浜本　隆之 東京理科大学 工学部 教授
原島　　博 東京大学 名誉教授
板東　武彦 新潟大学 名誉教授

三好　正人 金沢大学 理工学域研究域 電子情報学
系 教授

表 3　客員研究員 （17年 3月末現在）〈敬称略〉
飯田　一博 千葉工業大学 教授

巖淵　　守 東京大学 先端科学技術研究センター 准
教授

中田　時夫 東京理科大学 研究推進機構 総合研究院
太陽光発電技術研究部門 嘱託教授

平栗　健史 日本工業大学 電気電子工学科 教授
府川　和彦 東京工業大学 工学院 教授
藤井　俊彰 名古屋大学 大学院工学研究科 教授
渡辺　哲也 新潟大学 工学部 福祉人間工学科 准教授

3．外部連携

（1）海外の研究機関等との連携
　欧州放送連合（EBU：European Broadcasting 
Union）の技術委員会傘下の技術検討グループに
参加している。BeyondHDグ ループでは，
UHDTVの普及・導入のための検討を行っており，
HDR番組制作の運用ガイドライン，UHDTV用の
広色域ディスプレーやカメラの要件などの議論に
参加するとともに，日本の 4 K・8 K衛星放送の情
報を提供した。VRグループでは，EBU主催の研
究所会合BTF（Broadcast Technologies Future）
でのVRへの取り組みに関する調査を行い，技研
からも情報を提供した。また，調査結果から，公

共放送事業者によるVRサービスの在り方や取り
組みについてレポートとしてまとめた。
　IPを利用した番組制作システムの研究のため，
BBC R&Dへ研究員を派遣し，BBCが開発した試作
システムを用いた研究開発を行った。また，BBC 
R&Dが中心となって機器の制御方式の標準化を
行うAMWA NMI （Advanced Media Workflow 
Association Networked Media Incubator） に参
加し，放送局が必要とする制御機能の議論や，開
発した伝送フォーマット変換装置のデモを行った。
　AMWAとEBUのジョイントタスクフォースの
中で，将来の柔軟なコンテンツ制作基盤の仕組み
としてFIMS（Framework for Interoperable 
Media Services）の規格化が進んでいる。この
FIMSの次期バージョンでの規格化対象に，メデ
ィア解析技術を利用したメタデータ制作支援機能
が含まれたため，12月より本活動に参加を開始し
た。
　三次元音響用の音声符号化規格であるMPEG-H 
3D Audioが15年に完成した。これを受け，技研
は独フラウンホーファー集積回路研究所と連携し
て次世代地上放送を視野に入れた22.2ch音響用の
コーデックを開発し，放送品質を満たすビットレ
ートを導出し，学会報告した。
　06年６月にブラジルが日本の地上デジタル放送
方式であるISDB-Tを基礎とする地上デジタル放
送方式を採用したことを契機に，官民が協力して
ISDB-Tの国際普及活動を積極的に推進してき
た。その成果として，ISDB-Tは海外18か国で採
用された。（一社）電波産業会（ARIB）のデジ
タル放送普及活動作業班（DiBEG）や新採用国
対応タスクフォースに出席し，日本方式の国際普
及に寄与した。
（2）共同研究，連携大学院
　16年度には，システム開発から材料，基礎分野
に至るまで総数21件の共同研究および34件の研究
相互協力を実施した。
　また， 8つの大学（千葉大学，電気通信大学，
東京工業大学，東京電機大学，東京理科大学，東
邦大学，東北大学，早稲田大学）と教育研究に対
する連携・協力などを目的とした連携大学院の協
定を結び，非常勤講師の派遣，実習生の受け入れ
などを行った。
（3）滞在研究員，実習生の受け入れ，研究者の

海外派遣
　関係各国との情報交換と相互の放送技術発展の
ため，イギリスBBCから 1人の滞在研究員を受
け入れた。また，ABU加盟機関からの若手研究
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者の受け入れプログラムに基づき，ベトナムから
1人の研究者を受け入れた。
　大学等からの要請により，卒業論文や修士論文
作成のための実習生を 8校（早稲田大学，東京理
科大学，電気通信大学，東海大学，長岡技術科学
大学，東京都市大学，東京電機大学，東京大学）
から18人受け入れ，指導を行った。
　海外における研究のため，アメリカ，イギリス，
スペインに研究員 5人を派遣した。
（4）委託研究の受託
　放送技術関連の研究をより効果的・効率的に推
進するために，国および公的機関の研究開発プロ
ジェクトに参加して，研究を実施している。16年
度は，総務省から委託された 3件の研究を実施し
た。（表 4）

表 4　委託研究
超高精細度衛星・地上放送の周波数有効利用技術の研究
開発
次世代映像素材伝送の実現に向けた高効率周波数利用技
術に関する研究開発
伝送容量可変化技術の開発

地上テレビジョン放送の高度化技術に関する研究開発

4．標準化機関への参加

　放送関係を中心とした国内外の標準化活動に積
極的に参加し，当所の研究成果を寄与することで
技術基準の策定に貢献した。
　放送業務の国際標準化を所掌する国際電気通信
連合無線通信部門ITU-Rの SG4（Study Group 
4 ）（衛星業務）では，超高精細度テレビジョン衛
星放送のための伝送方式の名称として“ISDB-S3”
を提案し，ITU-R 勧告BO.2098-0として承認され
た。SG5（地上業務）では，ITU勧告F.1777の「固
定業務に分類される放送補助業務の共用検討用シ
ステム特性」に，42 GHz帯FPU（Field Pick-up 
Unit：番組素材無線伝送装置）システムパラメー
ターを反映させるための寄書を入力し，審議を推
進した。SG6（放送業務）では，高ダイナミック
レンジテレビ（HDR-TV：High Dynamic Range 
Television）の要求条件に基づく基準観視条件お
よびOOTF（Optical-Optical Transfer Function）
の勧告化に対し，英国BBCとNHKの提案に基づ
くHLG（Hybrid Log-Gamma）方式と，Dolby社
の提案に基づくPQ（Perceptual Quantization）
方式を併記した新勧告案が合意され，ITU-R勧
告BT.2100として成立した。また，有線通信部門
ITU-T のSG9（ケーブルテレビ）では， 4 K・
8 Kのケーブル伝送方式である複数搬送波方式の

3つの勧告（J.94， J.183， J.288）の記載を明確化
するために入力した補助文書が採択された。
　MPEG（Moving Picture Experts Group）で
は，現行の 4 K・8 K衛星放送の符号化方式である
HEVC（High Efficiency Video Coding）方式の
符号化効率を30%改善するための次世代符号化方
式の規格化グループに参加し，最終規格案発行の
目標を20年10月とするスケジュールを立案した。
また，メディアトランスポート方式の（一社）電
波産業会（ARIB）標準規格（ARIB STD-B60）
を基にした，MMT（MPEG Media Transport）
実装ガイドライン（ISO／IEC TR 23008-13）
に，MMTパケットと解析ツールを添付した原案
を発行した。一方，22.2ch音響を含む 3次元音響
の音声符号化方式であるMPEG-H 3D Audioにつ
いては，規格発行に伴う最終的な性能検証試験を
実施し，デコーダーの回路規模と音質とのバラン
スがとれたLC（Low Complexity）プロファイル
を規定するMPEG-H 3DA第 2 版を発行した。
MPEG-4 AAC （Advanced Audio Coding）では，
ARIB標準規格STD-B32規定の22.2ch用ダウンミ
ックス法，ならびに22.2ch用の新プロファイルレ
ベルを規定する追補を規格化した。また，新たな
立体映像符号化に関する標準化に向け，FTV
（Free-viewpoint Television）アドホックグル
ープへ，インテグラル立体像の要素画像群や 2次
元配列のカメラアレイで撮影された多視点画像の
テストシーケンスを提供し，立体映像符号化技術
の規格化推進に貢献した。
　SMPTE（Society of Motion Picture and 
Television Engineers）では，映像信号の伝送ス
トリーム上で，高ダイナミックレンジ信号や広色
域信号を判別するためのフラグ信号の規定に取り
組むとともに，次世代のデジタルインターフェー
スU-SDI（Ultra-Serial Digital Interface）規格，
ST2036-4にHDR判別信号を含める改訂作業を進
めた。
　インドネシア・バリで開催されたアジア・太平
洋放送連合（ABU）の技術委員会・総会では，
8 Kスーパーハイビジョンや人にやさしい放送技
術などNHKの最新技術研究を紹介するとともに，
プロジェクトマネージャーとして番組制作のため
のメタデータ技術や次世代地上放送技術，ハイブ
リッド放送とOTT技術などのトピックスの議論
に参加した。
　さらに，欧州放送連合（EBU），国際標準化機
構（ISO），国際電気標準会議（IEC），米国のテ
レビ放送方式を策定する標準化団体ATSC
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（Advanced Television Systems Committee），
オーディオ技術協会（AES），放送通信連携コン
テンツの記述に用いられるHTML5を規定する
W3C（World Wide Web Consortium）総会など
の国際標準化機関，（一社）電子情報技術産業協
会（JEITA），（一社）情報通信技術委員会
（TTC）などの国内標準化機関にも参加して，
標準化を推進した。

研究成果の発表と活用

Ⅰ．研究成果の発表

1．技研公開

　16年の技研公開は，技研が描く放送・サービス
の未来像を，来場者に分かりやすく伝えることを
コンセプトに，試験放送開始目前のスーパーハイ
ビジョン，インターネットを活用した放送技術，
立体テレビを実現する技術，人と社会をつなぐコ
ンテンツ制作技術「スマートプロダクション」「立
体テレビ」「次世代デバイス」など最新の研究成
果27項目，およびポスター13項目，体験型 4項目
を展示し，開催期間中延べ 2万371人の人々の来
場があった。エントランスでは130型相当の「シ
ート型大画面 8 Kディスプレー」で，パネル厚 1
㎜の画面に映る 8 K映像を上映するなど，コンセ
プトに沿った 4つのコーナーで各研究が目指す未
来像を展示した。このほか，日常生活のさまざま
な場面に合わせてコンテンツや情報を伝えるイン
ターネット活用技術や，品質が向上した立体テレ
ビなども展示した。講堂では，技研の 8 Kに続く
研究に焦点を当てた講演のほか，放送とネット動
画，次世代の地上放送，ネット活用技術，インテ
グラル立体に関する特別発表，研究発表を行った。
（表 5）

表 5　「技研公開2016」展示項目
研究展示
A 進化がつづくスーパーハイビジョン
B インターネット活用技術
C スマートプロダクション
D 立体テレビ
A1 8 KHDRライブ制作

A2 8 Kスーパーハイビジョンのフルスペック化に向
けた技術

A3 フル解像度 8 K単板カメラシステム
A4 アーカイブ用ホログラムメモリー
A5 3 次元音響制作装置

A6 スーパーハイビジョン衛星放送のケーブルテレビ
再放送技術

A7 超解像技術による 8 K・4 K映像符号化システム
A8 次世代地上放送システム
A9 MMTによる 8 Kスーパーハイビジョン伝送技術
A10 8 KスーパーハイビジョンFPU

B1 インターネットで広がる新しい“テレビ”体験を
実現する技術

B2 ライブスポーツ番組におけるハイブリッドキャス
トの活用

B3 多様な視聴スタイルに適応する動画配信技術
C1 映像にメタデータを自動付与する文字列検出技術
C2 CG共演用スタジオロボット
C3 気象警報の手話CG自動制作技術
C4 読解支援情報付きニュースサービス
C5 立体形状を伝える触覚提示技術
C6 スポーツグラフィックスのための空間情報取得技術
D1 インテグラル立体テレビ
D2 将来の立体表示用デバイス技術
E1 次世代イメージセンサー技術
E2 シート型ディスプレーの要素技術
E3 高速記録を目指す磁性細線メモリー
F1 NHK技術の活用と実用化開発の紹介
F2 スマホ向け放送同時配信サービス
F3 いよいよ始まるスーパーハイビジョン放送
F4 IEEEマイルストーン認定を受けたNHKの技術

ポスター展示
A-P1 超臨場感メーター
A-P2 次世代映像符号化技術
A-P3 8 Kスーパーハイビジョン映像への超解像技術
B-P1 プライバシー保護用暗号技術
B-P2 タイムシフト視聴環境における番組発見行動
C-P1 手話CG生成，表示技術
D-P1 奥行き圧縮表現技術
D-P2 光偏向デバイス
E-P1 光電変換膜積層型固体撮像デバイス
E-P2 有機撮像デバイス
E-P3 塗布型酸化物トランジスター
E-P4 逆構造有機ELデバイス

E-P5 高画質化と長寿命化を両立するためのパネル駆動技術

体験展示
1 フルスペック 8 Kスーパーハイビジョンを体感
2 3 次元音響の魅力を体感
3 飛び出すテレビ
4 動いてみよう！ インテグラル立体クイズ

2．所外での展示

　 4月開催の世界最大の放送機器展であるNAB
（National Association of Broadcasters） Show 
2016において， 8 Kレーザープロジェクターによ
る350インチの 8 Kシアター，フルスペック 8 Kカ
メラ， 8 Kフル解像度小型単板カメラ，8 K HDR
（High Dynamic Range）ディスプレー， 8 K中
継車などを展示し， 8 K試験放送に向けて大きく
前進していることをアピールしたほか，その先の
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フルスペック 8 Kスーパーハイビジョンに向けた
研究成果を展示した。期間中，「NAB Show」に
は世界各国から約10万3,000人が来場した。
　 8月にはリオデジャネイロ・オリンピックが開
催され，ブラジルの放送局であるTV Globoと共
同で， 8 K地上波伝送デモと 8 Kパブリックビュ
ーイングを実施した。合わせて約 3万人が，オリ
ンピックのもようを 8 Kの高い臨場感で体感した。
　 9 月には欧州最大の放送機器展「IBC2016」 
（International Broadcasting Convention 2016）
にて， 4 Kパネルを 4枚並べた 8 Kシート型ディ
スプレーや 8 K HDRディスプレーを展示し，リ
オデジャネイロオリンピックのもようが視聴され
た。そのほか，手話CGや音声ガイド， 8 K 
OLEDディスプレーを用いたインテグラル立体テ
レビを展示し，多くの人に視聴された。IBCには
約 5万6,000人が来場した。（表 6）

表 6　海外展示（主なもの）
イベント名 日程 展示項目

NAB Show 2016
（アメリカ・ラス
ベガス）

4/18～21

8 Kレーザープロジェク
ター，フルスペック8 Kカ
メラ， 8 Kフル解像度小
型単板カメラ，8 K HDR 
LCD， 8 K中継車

リオデジャネイロ
オリンピック
（ブラジル・リオ
デジャネイロ）

8/5～21
地上波伝送デモ， 8 Kパ
ブリックビューイング
（ライブ含む）

IBC2016
（オランダ・アムス
テルダム）

9/9～13

8 Kシート型ディスプレ
ー， 8 K HDR LCD，手
話CG，音声ガイド，イ
ンテグラル立体テレビ

　全国各地のNHKが主催するイベントや各種展
示会において，年間を通じて当所が研究開発した
最新の放送技術を紹介した。また，リオデジャネ
イロオリンピックの期間中，技研講堂などで 8 K
スーパーハイビジョン（SHV）のパブリックビ
ューイングを開催し，臨場感ある競技のもようを
多くの人々が視聴した。さらに，衛星での試験放
送を開始したSHVを周知するため，関係する学
会会場などで公開受信を実施した。（表 7）

表 7　国内展示（主なもの）
イベント名（主なもの） 日程 展示項目

渋谷DEどーも 5/3～5 8 Kスーパーハイビジョ
ン（SHV）

リオデジャネイロ
オリンピック 8 K
パブリックビュー
イング

8/6～22 8 KSHV

NHK防災パーク2016 8/27～28 手話CG生成技術，読解支援技術

CEATEC JAPAN 
2016 10/4～7 シート型ディスプレー，

SHVケーブル伝送技術
デジタルコンテン
ツEXPO 2016 10/27～30 8 K Time into Space，リアルタイム物体追跡
大阪局 会館公開
「BKワンダーラン
ド」

10/29～30 さわれるテレビ

InterBEE 2016 11/16～18
Augmented TV，リア
ル タ イ ム 物 体 追 跡，
MMT多チャンネル伝送

NHKサイエンスス
タジアム2016 12/3～4 読解支援技術，インテグ

ラル立体クイズ
IDW／AD'16 12/7～9 SHV衛星試験放送
紅白歌合戦 8 Kパ
ブリックビューイ
ング

12/31 8 KSHV

3．学会などへの発表

　（一社）映像情報メディア学会，（一社）電子
情報通信学会などの国内学会で研究成果を多数発
表したほか，IEEE Transactions，Journal of 
Physical Chemistry C，Journal of the Society 
for Information Displayなどの海外学会誌に論文
が採録された。（表 8）

表 8　学会などへの発表
国内学会誌 56件
海外学会誌 26件
国内学会・研究会など 231件
海外学会・国際会議など 153件
一般雑誌などへの寄稿 54件
部外への講師派遣 72件

合計 592件

4．報道発表

　放送技術研究所の研究成果を中心に，10件の報
道発表を行った。（表 9）

表 9　報道発表
年月日 発表内容

4. 7 「技研公開2016」の開催について
世界の放送技術をリードした“ハイビジョン”
と“緊急警報放送”が「IEEEマイルストー
ン」に認定

5.24 フレキシブルディスプレイ用有機ELデバイス 
酸化に強く・長寿命・省電力のOLED開発に成
功
8 Kスーパーハイビジョンアーカイブ用ホログ
ラムメモリードライブを開発
8 KスーパーハイビジョンFPUを開発
4 K・8 Kスーパーハイビジョンのケーブルテレビ
再放送実現に向けて伝送方式の共同評価を開始
8 Kスーパーハイビジョンの10Gbps級光インタ
ーネット回線多チャンネル伝送実験に成功

9.29 4 K・8 Kスーパーハイビジョンケーブルテレビ
用小型受信装置を開発

10. 6 ＮＨＫがエミー賞の技術部門賞を受賞！
2.20 気象情報手話CG評価サイトを開設
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5．視察，見学，取材への対応

　 8 Kスーパーハイビジョンやインテグラル立体
テレビなど研究開発成果の周知広報のため，放送
関係者，大学・学術機関関係者，美術関係者等，
幅広い分野の人々が技研を見学した。また，EBU
（European Broadcast ing Union） やIBC
（International Broadcasting Convention）など，
規格化や国際展示会に関する要人，世界各国の放
送事業者など，海外から多くの関係者が当所を訪
れた。（表10）

表10　視察，見学，取材
視察，見学 81件（うち，海外　31件）

1,649人（うち，海外　214人）
取材 14件

6．機関誌

　技研の研究活動と研究成果を国内外に周知する
機関誌などを，次のとおり発行した。（表11）
　『NHK技研R&D』は，「有線伝送技術」「人間
科学に基づいた映像評価技術」「大容量・高速ス
トレージ技術」などを特集した。
　海外向けの『BROADCAST TECHNOLOGY』
では，「映像符号化技術の標準化動向」「MPEG-
DASHとハイブリッドキャスト」「生体情報を用
いた映像評価技術」など，最新の研究内容や動向
を紹介した。

表11　機関誌
技研だより
（和文，月刊） No.133～No.144

NHK技研R＆D
（和文，隔月刊） No.157～No.162

研究年報
（和文，年刊） 2015年度版

BROADCAST TECHNOLOGY
（英文，季刊） No.64～No.67

ANNUAL REPORT
（英文，年刊） 2015年度版

7．ホームページ

　技研の概要，研究内容，技研公開などのイベン
ト情報，報道発表資料，機関誌などを一般公開ホ
ームページで紹介した。また，より多くの人々に
閲覧していただくことを目的として，スマートフ
ォン向けサイトの充実を図った。さらに，技研へ
の理解促進に向け，概要ページから，最新の技研
パンフレットをダウンロードできるようにした。

Ⅱ．研究成果の活用

1．番組制作への活用

　研究開発成果は，さまざまな番組で利用されて
いる。スポーツ番組では，ゴルフやトライアスロ
ンなどの中継で，ミリ波帯の電波を使用してハイ
ビジョン映像を高画質・低遅延に伝送できる「ミ
リ波モバイルカメラシステム」が活躍したほか，
カーリングの中継で，氷上にストーンの軌跡を表
示する新しい映像表現技術が活用された。自然科
学番組では「ウルトラハイスピードカメラ」が放
電加工の仕組みや弦楽器の弦の振動など人間の眼
では捉えられない現象の撮影を行った。そのほか，
スーパーハイビジョンの試験放送が開始されたこ
とに伴い，22.2ch音響制作を支援する 3次元付加
音響装置やラウドネスメータなどが活用された。
16年に実施した番組協力は28件であった。
カーリング中継でストーン軌跡表示技術を活用
　カーリング中継では，ブラシでのスウィーピン
グ（リンクをブラシで磨くこと）によりストーン
が隠れてしまうため，これまではカメラ映像から
安定してストーンを検出することが困難であっ
た。そこで逐次型の機械学習手法を導入し，スト
ーンの見え方を時々刻々と再学習することで，頑
健な追跡を可能とした。氷上で行われるカーリン
グは，プレー状況により氷の状態が変化するため，
「氷を読む」ことが重要な競技である。カメラの
映像だけでは十分に伝えきれない氷の状態や各チ
ームの戦術を，ストーンの軌跡を累積表示するこ
とで分かりやすく表現できる。17年 1 月30日～ 2
月 5日に行われたカーリング日本選手権で，氷上
にストーンの軌跡を表示する技術を，分かりやす
い解説に活用した。

2．産業財産権などの現況

　デジタル放送や高効率映像符号化規格の必須特
許を合理的な条件で一括ライセンスする「パテン
トプール」への参加を通じて，NHK保有特許の
利用促進を図り，放送の円滑な普及に寄与した。
NHKの知的財産を適正に管理する観点から，引
き続き研究開発成果の権利化を推進した。技術移
転可能なNHK保有技術をまとめた「技術カタロ
グ」を充実させるとともに「技研公開2016」
「CEATEC JAPAN 2016」「テクニカルショウヨ
コハマ2017」「第46回NHK番組技術展」，さらに
は地方自治体等と連携したイベントにおいて，
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NHK保有技術を利用する仕組みを積極的にPRす
ることで，技術移転契約に結び付けた。
（表12）（表13）（表14）（表15）

表12　特許などの出願状況
区分 新規出願数 16年度末件数

国内
出願

特許 322 1,259
実用新案  0     0
意匠  0     0
海外出願  29   111
合計 351 1,370

表13　特許権などの保有状況
区分 新規取得数 16年度末件数

国内
出願

特許 254 1,757
実用新案   0     0
意匠   0     1
海外出願   9   149
合計 263 1,907

表14　特許権などの実施許諾状況
区分 新規許諾数 16年度末件数

契約件数 16 287
許諾権利数 38 486
（内訳）
特許権 24 255
ノウハウ 14 231

表15　技術協力
区分 件数

技術協力・受託試験 20
受託研究  3


